
(所定様式２)

令和 7 年 4 ⽉ 5 ⽇

 建築GX・DX推進事業実施⽀援室 殿

住   所
名称・商号
役職・⽒名 印

）

※ 活⽤年度、事業規模に応じて、①BIM活⽤⽅針、②⼯程計画の策定、報告が必要です。
  事業者の状況によっては現在の取組状況のみの登録となる場合もあります。

以上

（公印省略の場合は以下を記載）
責 任 者

電話番号
担 当 者

電話番号
メールアドレス

〇〇 〇〇

AAA@bim.com

代表取締役 〇〇 〇〇

記

■

03-0000-0000

03-0000-0000

■

BIM活⽤事業者登録制度において、補助事業完了後3年間、BIMの活⽤状況等に関す
る報告※を⾏うことを宣誓する

■

〇〇 〇〇

ユーザーID （ sdf12dfgb

建築GX・DX推進事業実施⽀援室が設置するホームページにおいて事業者名を公開す
ることに同意する

確認項⽬

■

BIM活⽤事業者登録制度について、BIM活⽤推進計画を作成し登録※を⾏った。

ＢＩＭ活⽤事業者登録に関する確認書

東京都中央区○○○ １-２-3
株式会社●●●●●建設

 当社は、建築GX・DX推進事業におけるＢＩＭ活⽤事業者として、下記について確認の上、交
付申請いたします。

BIM活⽤事業者登録制度について、交付申請前に専⽤ポータルサイトでアカウントを
発⾏した。

チェック欄

専⽤ポータルサイトにて、アカウント登録を⾏った後にメー
ルで通知されるユーザーIDを記載していただきます。

上記の4項⽬は、BIM活⽤型において必須の要件です。全てを確認の上、チェックしてく
ださい。

公印省略の責任者は、代表
者若しくは交付申請⼿続き
の責任者になります。
交付申請責任者の場合、担
当者と同⼀者とすることも
可能です。

令和7年度事業 交付申請書 記⼊例


